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4-2 豊かな森林の保全と活用の促進
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２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

【工事請負費】馬木小多田線道路維持修繕工事 15,290,000 円

【委託料】寺家北26号線ほか設計業務委託 23,400,000 円

【委託料】エンゼル団地測量設計業務委託 7,500,000 円

人件費/総事業費 3.81 ％ 3.87 ％ 2.24 ％ - ％

総事業費(A)+(B) 865,726 千円 850,507 千円 698,479 千円 - 千円

千円
人
役
内
訳

正規職員 4.39 4.60 2.05

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 10.13

33,018 千円

7.82

32,909 千円

4.70

事
業
費

-

嘱託職員 5.41 2.90 2.20 -
15,612

一般財源 825,386 千円 809,316 千円 648,788 千円 746,962

-千円

-

臨時職員 0.33 0.32 0.45 -

9,600 千円 9,000 千円

その他 5,672 千円 8,282 千円 14,479 千円 28,100 千円

682,867 千円 794,062 千円

財
源
内
訳

国県支出金 1,650 千円 千円

事業費合計（A) 832,708 千円 817,598 千円

10,000 千円 10,000 千円

地方債 千円 千円

事業の概要
及び

H30活動実績

　
　　　１　委託による維持修繕と設計（４８３,５１９千円）
　　　　(1)　道路や道路に付属している交通安全施設、道路照明などの維持及び小規模な修繕
　　　　　　等を年間委託した(358,355千円)
　　　　(2)　測量設計を委託した(3,669千円)
　　　　(3)　街路樹の育成管理を委託した(84,562千円)
　　　　(4)　幹線道路の路肩除草を委託した(36,933千円)
　　　２　工事発注による維持修繕（１０８,００８千円）
　　　　　紅葉１号線落石対策工事ほか10件を工事発注した。
　　　３　報償費による地域活動支援（１９,５５３千円）
　　　　　市民団体による道路の維持作業に対して、報償費を実施した。
　　　４　道路維持に必要な資材購入などの需用費(４８,３８９千円）
　　　　(1)　凍結防止剤、土のう袋、カラーコーンなど資材を購入した(13,924千円)
　　　　(2)　道路照明灯などの電気使用料(30,471千円)
　　　　(3)　その他消耗品など(3,994千円)
　　　５　原材料の支給による維持修繕（４,９５６千円）
　　　　　防草シート、常温合材などの資材を購入した。
　　　６　その他事務費など（１８,４４２千円）
　　　　(1)　道路復旧員の人件費(10,007千円)
　　　　(2)　その他(8,435千円)
　　　７　平成３０年７月豪雨災害の復旧を優先したことから、一部事業を繰越した。

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　道路法に基づいた道路施設の適切な点検を行い、道路施設の機能を維持していく。

根拠法令 道路法

目　的
（何のために）

　道路通行者の安全を確保する。

対　象
（誰・何を対象に）

　道路法認定道路及び認定外の生活道路

所　属 建設部　維持課 総合計画施策体系 8

事務事業名 道路維持修繕事業 ハード一般会計

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 208 4 新規・継続 継続

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価

【写真上】道路の落石対策工事

【写真左】市民団体による維持活動

- 23 -
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２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

- 円

人件費/総事業費 7.51 ％ 6.63 ％ 6.69 ％ - ％

総事業費(A)+(B) 150,879 千円 151,366 千円 149,424 千円 - 千円

千円
人
役
内
訳

正規職員 1.56 1.40 1.40

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 2.14

11,324 千円

2.80

10,033 千円

2.89

事
業
費

-

嘱託職員 0.49 1.30 1.40 -
10,002

一般財源 千円 千円 千円

-千円

-

臨時職員 0.09 0.10 0.09 -

千円 千円

その他 千円 千円 千円 千円

139,422 千円 171,347 千円

財
源
内
訳

国県支出金 139,555 千円 141,333 千円

事業費合計（A) 139,555 千円 141,333 千円

139,422 千円 171,347 千円

地方債 千円 千円

事業の概要
及び

H30活動実績

　
　　　１　県道維持管理業務委託（１３７,１８５千円）
　　　　　事務委譲を受けた県道31路線（205ｋｍ）の維持修繕業務（舗装補修、除草、倒木処理、
　　　　動物死骸処理、植栽管理、凍結防止剤散布等）を実施した。
　
       ２　需用費等（２,２３７千円）
　　　　(1)　道路復旧員の人件費（2,051千円）
　　　　(2)　凍結防止剤等の購入費用他（186千円）
 

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　広島県と連携して、維持修繕をより迅速かつ円滑に実施していく。

根拠法令

目　的
（何のために）

　事務委譲を受けた県道の通行者の安全を確保するため、維持管理を行う。

対　象
（誰・何を対象に）

　県道31路線（205ｋｍ）

所　属 建設部　維持課 総合計画施策体系 8

事務事業名 県道維持受託事業 ハード一般会計

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 208 6 新規・継続 継続

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価

県道の維持管理

- 24 -
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２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

【工事請負費】池ヶ谷川ほか維持修繕工事 22,300,000 円

【工事請負費】市飯田団地排水路修繕工事 15,000,000 円

【公有財産購入費】土与丸排水路 8,160,000 円

人件費/総事業費 7.11 ％ 5.39 ％ 10.83 ％ - ％

総事業費(A)+(B) 271,468 千円 372,292 千円 82,576 千円 - 千円

千円
人
役
内
訳

正規職員 2.66 2.80 1.20

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 2.87

19,307 千円

3.61

20,067 千円

2.27

事
業
費

-

嘱託職員 0.60 0.80 -
8,946

一般財源 246,684 千円 346,788 千円 73,630 千円 181,235

-千円

-

臨時職員 0.21 0.21 0.27 -

千円 千円

その他 千円 千円 千円 千円

73,630 千円 181,235 千円

財
源
内
訳

国県支出金 5,477 千円 5,437 千円

事業費合計（A) 252,161 千円 352,225 千円

千円 千円

地方債 千円 千円

事業の概要
及び

H30活動実績

 
　　　１　委託による維持修繕等（４８,８３８千円）
　　　　(1)　河川の維持、修繕及び除草等を年間を通して委託した。(48,605千円)
　　　　(2)　風早干拓樋門管理を委託した。(233千円)
　
　　　２　工事発注による維持修繕（１３,５３５千円）
　　　　　中川樋管修繕工事（その2）ほか1件の工事を施工した。
　
　　　３  報償費による地域活動支援　（４,３１２千円）
　　　　　市民団体による河川の維持作業に対して、報償費を支出した。
　
　　　４　公有財産購入費等(６,９４５千円）
　　　　　土地購入費用、土のう袋の購入費用など。
 
　　　５　平成３０年７月豪雨災害の復旧を優先したことから、一部事業を繰越した。

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　市民団体による維持作業は、引き続き支援していく。河川排水路の護岸修繕や浚渫の要望は増加
傾向にあり、計画的に実施していく。

根拠法令 河川法

目　的
（何のために）

　洪水による災害発生を防止し、河川機能を維持する。

対　象
（誰・何を対象に）

　普通河川

所　属 建設部　維持課 総合計画施策体系 8

事務事業名 河川維持修繕事業 ハード一般会計

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 208 7 新規・継続 継続

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価

市民団体による維持活動

中川樋管修繕工事

- 25 -
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２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 208 8 新規・継続 継続

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価

所　属 建設部　維持課 総合計画施策体系 8

事務事業名 県河川維持受託事業 ハード一般会計

根拠法令

目　的
（何のために）

　洪水による災害発生を防止し、河川機能を維持する。

対　象
（誰・何を対象に）

　県管理河川

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　１　委託料(４,２００千円）
　　　　　福富ダムの草刈等の委託を実施した。

　　　２　報償費(１,３０９千円）
　　　　　県管理河川の清掃等作業を行った団体に活動補助金を交付した。

　

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　県と協議のうえ継続して維持修繕を行う。

5,509 千円 5,561 千円

財
源
内
訳

国県支出金 3,759 千円 3,780 千円

事業費合計（A) 3,759 千円 3,780 千円

5,509 千円 千円

地方債 千円 千円 千円 千円

その他 千円 千円 千円 千円

一般財源 千円 千円 千円 5,561

-千円

-

臨時職員 -

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.05 0.05 0.05

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 0.05

361 千円

0.05

351 千円

0.05

事
業
費

-

嘱託職員 -
351

総事業費(A)+(B) 4,120 千円 4,131 千円 5,860 千円 - 千円

人件費/総事業費 8.76 ％ 8.50 ％ 5.99 ％ - ％

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

- 円

福富ダム草刈り 黒瀬川の草刈り

- 26 -
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２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

【公有財産購入費】風早地区吉末川河口の整備に係る土地購入費 2,800,000 円

【補償、補填及び賠償金】風早地区吉末川河口の整備に係る物件移転補償費 3,000,000 円

人件費/総事業費 12.63 ％ 11.41 ％ 83.84 ％ - ％

総事業費(A)+(B) 11,437 千円 24,607 千円 1,256 千円 - 千円

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.20 0.40 0.15

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 0.20

1,445 千円

0.40

2,808 千円

0.15

事
業
費

-

嘱託職員 -
1,053

一般財源 9,992 千円 21,799 千円 203 千円 25,010

-千円

-

臨時職員 -

千円 千円

その他 千円 千円 千円 千円

203 千円 25,010 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 9,992 千円 21,799 千円

千円 千円

地方債 千円 千円

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　１　事業概要
　　　　　安芸津町風早地区沿岸における高潮等による被害を軽減するための対策を行う。
　
　　　２　H３０活動実績（２０３千円）
　　　　(1)　風早地区高潮対策事業に係る鑑定評価手数料ほか(203千円)
　
　　　　(2)　風早地区吉末川河口における、排水機場設計業務及び護岸整備工事を実施する
　　　　　　予定であったが、平成30年7月豪雨災害の復旧を優先したことから、当初の計画どお
　　　　　　り実施できなかった。

　　　　(3)　風早地区吉末川河口の護岸整備に伴い、土地所有者との協議や調整に時間を要
　　　　　　したことから、公有財産購入費及び補償費を繰越した。

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　海岸の工事については、潮待ちによる工事日数の増や建設コストもかかることから、財源の確保が必
要となる。
　令和2年度より国の交付金事業により、風早地区の高潮対策事業を実施し、沿岸周辺の浸水被害を
軽減する。

根拠法令

目　的
（何のために）

  台風時等の高潮・高波や異常潮位により発生する浸水被害の軽減を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　安芸津町海岸周辺の住民

所　属 建設部　河川港湾課　河川港湾係 総合計画施策体系 8

事務事業名 高潮対策事業 ハード一般会計

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 208 11 新規・継続 継続

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価
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人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 208 12 新規・継続 継続

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価

所　属 建設部　建設管理課　道路企画係 総合計画施策体系 8

事務事業名 港湾管理事業 ソフト一般会計

根拠法令 港湾法

目　的
（何のために）

　地方港湾安芸津港の安全な利用形態と利便性を確保するため、適正な維持管理を行う。

対　象
（誰・何を対象に）

　港湾施設利用者

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　１　事業の概要
　　　　　安芸津港港湾施設の維持管理・修繕及び港湾区域の防潮扉の開閉・点検を行った。

　　　２　Ｈ３０活動実績（６,４５３千円）
　　　　(1)　港湾施設管理業務（3,299千円）
　　　　　ア　港湾施設の清掃、点検等の維持管理を実施した。
　　　　　イ　港湾区域内36門の防潮扉の閉鎖・点検を実施した。

　　　　(2)　港湾施設修繕（1,337千円）
　　　　　風早地区港湾照明設備修繕ほか7件を実施した。
　
　　　　(3)　その他経費（1,817千円）

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　港湾施設の老朽化に伴い、施設の補修等の維持管理費の増大が懸念される。
　施設の効率的な工事発注や補修を実施し、施設利用者の安全を確保するとともに、施設の長寿命化
による維持管理費の縮減を図る。

6,453 千円 13,965 千円

財
源
内
訳

国県支出金 101 千円 86 千円

事業費合計（A) 33,679 千円 7,538 千円

95 千円 95 千円

地方債 千円 千円 千円 千円

その他 10,764 千円 7,452 千円 6,358 千円 10,895 千円

一般財源 22,814 千円 千円 千円 2,975

-千円

-

臨時職員 -

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.95 1.00 1.10

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 0.95

6,867 千円

1.00

7,020 千円

1.10

事
業
費

-

嘱託職員 -
7,722

総事業費(A)+(B) 40,546 千円 14,558 千円 14,175 千円 - 千円

人件費/総事業費 16.94 ％ 48.22 ％ 54.48 ％ - ％

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

- 円
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人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 208 13 新規・継続 継続

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価

所　属 建設部　河川港湾課　河川港湾係 総合計画施策体系 8

事務事業名 港湾施設長期保全事業 ハード一般会計

根拠法令 港湾法

目　的
（何のために）

  港湾施設の老朽化に対応するため、施設の点検結果に基づき計画的に補修を行うことにより、施設
を長寿命化し、維持管理費の縮減及び平準化を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

  安芸津港港湾施設

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　１　事業概要
　　　　　安芸津港港湾施設の長寿命化を図るため、定期的に点検診断を行ない、計画的な補
　　　　修を行うとともに、施設利用者の安全を確保する。
　
　　　２　H３０活動実績（５４千円）
　　　　(1)　広島県地方港湾整備促進期成同盟会分担金ほか(54千円)
　
　　　　(2)　安芸津港港湾施設の長寿命化を図るため、港湾施設点検業務及び安芸津防波
　　　　　　堤、東浜第二防波堤補修工事、安芸津港港湾浚渫工事を実施する予定であった
　　　　　　が、平成30年7月豪雨災害の復旧を優先したことから、当初の計画どおり実施で
　　　　　　きず、一部事業を繰越した。

　

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　港湾施設の補修工事では、防波堤のような規模の大きな施設が多く、船舶等による海上作業や潮待
ちによる工事日数の増により、建設コストが膨らむ。
　予防保全型の港湾施設維持管理計画に基づく計画的な補修工事を実施し、施設利用者の安全を
確保するとともに、施設の長寿命化による維持管理費の縮減及び平準化を図る。

54 千円 43,786 千円

財
源
内
訳

国県支出金 50,000 千円 28,000 千円

事業費合計（A) 167,312 千円 92,094 千円

千円 千円

地方債 94,100 千円 50,300 千円 千円 千円

その他 千円 3,248 千円 千円 千円

一般財源 23,212 千円 10,546 千円 54 千円 43,786

-千円

-

臨時職員 -

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.85 0.85 0.20

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 0.85

6,145 千円

0.85

5,967 千円

0.20

事
業
費

-

嘱託職員 -
1,404

総事業費(A)+(B) 173,457 千円 98,061 千円 1,458 千円 - 千円

人件費/総事業費 3.54 ％ 6.08 ％ 96.30 ％ - ％

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

【工事請負費】安芸津港港湾浚渫工事 30,000,000 円
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２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

- 円

人件費/総事業費 51.99 ％ 51.29 ％ 41.25 ％ - ％

総事業費(A)+(B) 2,083 千円 2,053 千円 2,553 千円 - 千円

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.15 0.15 0.15

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 0.15

1,083 千円

0.15

1,053 千円

0.15

事
業
費

-

嘱託職員 -
1,053

一般財源 千円 千円 千円

-千円

-

臨時職員 -

千円 千円

その他 千円 千円 千円 千円

1,500 千円 4,000 千円

財
源
内
訳

国県支出金 1,000 千円 1,000 千円

事業費合計（A) 1,000 千円 1,000 千円

1,500 千円 4,000 千円

地方債 千円 千円

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　１　事業の概要
　　　　　県管理急傾斜地崩壊防止施設の維持管理を行った。
　
　　　２　H３０活動実績（１,５００千円）
　　　　(1)　急傾斜維持管理業務(1,498千円）
　　　　　小伏地区、雲下地区、海印寺地区、三津地区の立木の伐採を実施した。

　　　　(2)　その他経費(2千円)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　海印寺地区

　　　　　　　　　　　　　　施工前　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　施工後

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　県管理急傾斜指定地区の伐採等の要望が増加しているが、財源不足により十分な対応ができてい
ない。
　限られた財源の中で、優先度の高い箇所から実施するとともに、広島県に委託金の拡充を要望して
いく。

根拠法令

目　的
（何のために）

　事務移譲を受けた県管理急傾斜指定地区の維持管理を行う。

対　象
（誰・何を対象に）

　市内に存する県管理の急傾斜地崩壊防止施設

所　属 建設部　河川港湾課　河川港湾係 総合計画施策体系 8

事務事業名 県急傾斜維持管理受託事業 ハード一般会計

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 208 14 新規・継続 継続

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価
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人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

【委託料】上条3地区急傾斜地崩壊対策測量設計業務 6,000,000 円

【工事請負費】鍵谷1地区ほか急傾斜地崩壊対策工事 197,000,000 円

【負担金】上条1地区ほか建設事業負担金 6,583,000 円

人件費/総事業費 4.34 ％ 3.81 ％ 35.04 ％ - ％

総事業費(A)+(B) 91,678 千円 92,236 千円 5,677 千円 - 千円

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.55 0.50 0.28

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 0.55

3,976 千円

0.50

3,510 千円

0.28

事
業
費

-

嘱託職員 -
1,989

一般財源 19,902 千円 5,526 千円 3,588 千円 7,160

-千円

-

臨時職員 -

100 千円 67,500 千円

その他 千円 千円 千円 1,500 千円

3,688 千円 125,660 千円

財
源
内
訳

国県支出金 30,700 千円 40,600 千円

事業費合計（A) 87,702 千円 88,726 千円

千円 49,500 千円

地方債 37,100 千円 42,600 千円

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　１　事業概要
　　　　　急傾斜地の崩壊から生命を保護するため、急傾斜地崩壊危険箇所の整備を行う。
　
　　　２　H３０活動実績（３,６８８千円）
　　　　(1)　急傾斜維持管理業務(1,075千円)
　　　　　西本1地区及び中島2地区の立木の伐採を実施した。
　
　　　　(2)　県営急傾斜地崩壊対策工事に係る事業負担金(2,354千円)
　　　　　ア　上条1地区の事業負担を行った。（繰越）
　　　　　イ　上条1地区の事業負担を行った。

　　　　(3)　その他経費(259千円）

　　　　(4)　平成30年7月豪雨災害の復旧を優先したことから、一部事業を繰越した。
　　　　　　又、県営事業の繰越に伴い、負担金を繰越した。
　　　　　ア　市営急傾斜地対策工事
　　　　　　　鍵谷1地区、中河内地区、郷5地区、日名条6地区、津江上条地区
　　　　　イ　県営事業の負担金
　　　　　　　上条1地区、郷3地区、郷5地区

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　急傾斜地崩壊対策の工事箇所は、家屋と斜面との間が狭隘なため、建設機械に制約が生じ仮設等
整備に係るコストが膨らむことから、事業費の確保が必要となっている。
　今後も広島県に県営事業の整備促進、市営事業に対する県費補助額の継続維持を要望し、危険箇
所の対策工事の推進を図る。

根拠法令 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律

目　的
（何のために）

  急傾斜地の崩壊による災害の防止を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　市内の急傾斜地崩壊危険箇所

所　属 建設部　河川港湾課　河川港湾係 総合計画施策体系 8

事務事業名 急傾斜地崩壊対策事業 ハード一般会計

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 208 15 新規・継続 継続

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価
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人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 208 22 新規・継続 新規

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価

所　属 建設部　河川港湾課　河川港湾係 総合計画施策体系 8

事務事業名 災害関連地域防災がけ崩れ対策事業 ハード一般会計

根拠法令 地方財政法

目　的
（何のために）

  激甚災害に伴い、がけ地の崩壊等が発生している箇所について、がけ崩れ対策工事を行い、次期降
雨等による再度災害を防止し、もって民生の安定を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　激甚災害により崩壊したがけ地が人家2戸以上に被害を及ぼすと認められる箇所

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　１　事業概要
　　　　　激甚災害に伴い崩壊等が生じた箇所について、緊急的にがけ崩れ対策工事を行う。
　
　　　２　H３０活動実績（２１５千円）
　　　　(1)　需用費ほか(215千円）
　
　　　　(2)　平成30年12月14日付け及び12月28日付けで国、県から採択通知のあった全7地区
　　　　　　について、国や県との工法協議に期間を要したことから事業費を繰越した。
　　　　　　　小滝原1地区、小竹4地区、中筋4地区、岩谷上条2地区、津江上条地区、門2,726地区
　　　　　　　上郷750地区

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　
　災害復旧に係る工事が集中しており、入札不調が懸念されるとともに、単年度で実施しなければなら
ない事業であることから、工期の確保や入札・発注方法を工夫する必要がある。

215 千円 233,444 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 千円 千円

千円 63,768 千円

地方債 千円 千円 千円 160,100 千円

その他 千円 千円 千円 4,475 千円

一般財源 千円 千円 215 千円 5,101

-千円

-

臨時職員 -

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.42

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B)

千円 千円

0.42

事
業
費

-

嘱託職員 -
2,983

総事業費(A)+(B) 千円 千円 3,198 千円 - 千円

人件費/総事業費 #DIV/0! ％ #DIV/0! ％ 93.28 ％ - ％

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

【委託料】小滝原1地区ほかがけ崩れ対策測量設計業務 75,000,000 円

【工事請負費】小滝原1地区ほかがけ崩れ対策工事 307,600,000 円

【補償、補填及び賠償金】物件移転補償 3,000,000 円
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２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

【委託料】農地農業用施設災害復旧測量設計業務ほか 367,120,000 円

【工事請負費】八本松地区災害復旧工事(30-2)ほか 1,063,656,000 円

人件費/総事業費 22.65 ％ 24.10 ％ 41.83 ％ - ％

総事業費(A)+(B) 52,652 千円 64,078 千円 174,002 千円 - 千円

千円
人
役
内
訳

正規職員 1.65 2.20 11.05

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 1.65

11,927 千円

2.20

15,444 千円

11.73

事
業
費

-

嘱託職員 -
72,785

一般財源 5,496 千円 23,793 千円 74,587 千円 67,016

-千円

-

臨時職員 0.68 -

7,400 千円 104,900 千円

その他 7,260 千円 1,144 千円 千円 31,700 千円

101,217 千円 1,416,069 千円

財
源
内
訳

国県支出金 27,969 千円 23,697 千円

事業費合計（A) 40,725 千円 48,634 千円

19,230 千円 1,212,453 千円

地方債 千円 千円

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　１　事業概要
　　　　　異常な天然現象により被災した農地及び農業用施設の復旧

　　　２　H３０活動実績（１０１,２１７千円）
　　　　(1)　委託料(90,231千円）
　　　　　ア　水路・農道内の土砂撤去や崩壊した水路・路肩の応急復旧に係る業務2件を実施
　　　　　　した。
　　　　　イ　災害査定設計書作成に係る業務3件を実施した。
　　　　　ウ　災害復旧事業補助率増高申請支援業務1件を実施した。
　
　　　　(2)　工事請負費(6,171千円)
　　　　　農地3件（繰越2件、現年1件）の災害復旧工事を実施した。
　
　　　　(3)　その他経費(4,815千円)
 
　　　　(4)　災害発生件数が多く、災害査定等に期間を要したことにより、一部事業を繰越した。

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　査定を受けた1,028件のうち、496件は超簡素化による査定を受けており、再査定を受けなくてはなら
ない。また、それ以外にも内容変更等による再査定箇所が多く、これらの再査定に時間を要するため、
当初の計画通りに発注できない可能性が高い。
　発注ロットの組み替えや、近接工事の施工業者との随意契約等により対応することで、復旧を推進し
ていく。

根拠法令 農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律

目　的
（何のために）

　農地・農業用施設災害の速やかな復旧により、農業の維持と農業経営の安定を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　農地・農業用施設（ため池、水路、頭首工、農道等）

所　属 建設部　河川港湾課・維持課 総合計画施策体系 8

事務事業名 農業用施設災害復旧事業 ハード一般会計

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 208 23 新規・継続 新規

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価
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２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

【委託料】林道施設災害復旧測量設計業務ほか 154,643,000 円

【工事請負費】八本松地区災害復旧工事(30-2)ほか 130,000,000 円

人件費/総事業費 30.39 ％ 26.07 ％ 5.13 ％ - ％

総事業費(A)+(B) 11,892 千円 13,465 千円 171,150 千円 - 千円

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.50 0.50 1.25

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 0.50

3,614 千円

0.50

3,510 千円

1.25

事
業
費

-

嘱託職員 -
8,775

一般財源 3,217 千円 1,935 千円 86,782 千円 40,406

-千円

-

臨時職員 -

41,200 千円 78,500 千円

その他 千円 千円 千円 千円

162,375 千円 299,906 千円

財
源
内
訳

国県支出金 5,061 千円 7,620 千円

事業費合計（A) 8,278 千円 9,955 千円

34,393 千円 181,000 千円

地方債 千円 400 千円

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　１　事業概要
　　　　　異常な天然現象により被災した林道施設の復旧
　
　　　２　H３０活動実績（１６２,３７５千円）
　　　　(1)　委託料(161,311千円）
　　　　　ア　林道施設内の土砂撤去や崩壊した路肩の応急復旧に係る業務4件を実施した。
　　　　　イ　災害査定設計書作成に係る業務3件を実施した。
　
　　　　(2)　その他経費(1,06４千円)

　　　　(3)　災害発生件数が多く、災害査定等に期間を要したことにより、一部事業を繰越した。

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　査定を受けた61件のうち、43件は簡素化による査定を受けており、詳細測量設計実施後、県及び国
と協議を行わなければならず、これらに時間を要するため、当初の計画通りに発注できない可能性が
高い。
　発注ロットの組替や、近接工事の施工業者との随意契約等により対応することで、復旧を推進してい
く。

根拠法令 農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律

目　的
（何のために）

　林道施設災害の速やかな復旧により、林業の維持と林業経営の安定を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　林道施設

所　属 建設部　河川港湾課・維持課・災害復旧推進課 総合計画施策体系 8

事務事業名 林業用施設災害復旧事業 ハード一般会計

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 208 24 新規・継続 新規

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価
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２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 208 25 新規・継続 新規

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価

所　属 建設部　河川港湾課・維持課 総合計画施策体系 8

事務事業名 土木施設災害復旧事業 ハード一般会計

根拠法令 公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法

目　的
（何のために）

　公共土木施設災害の速やかな復旧を図り、もって公共の福祉を確保する。

対　象
（誰・何を対象に）

　河川、道路、急傾斜地崩壊防止施設、海岸、港湾、漁港等

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　１　事業概要
　　　　　異常な天然現象により生じた公共土木施設（河川、道路、橋梁、港湾）の災害に伴い、再
　　　　度災害や被害の拡大の防止の措置、復旧を行った。
　　　　　負担法の適用となる被災箇所について、国の災害査定を受けるための査定設計書作成に
　　　　係る業務を行った。
　
　　　２　H３０活動実績（４,５５５,５３０千円）
　　　　(1)　委託料(4,499,158千円）
　　　　　ア　河川、道路に埋塞した土砂撤去や崩壊した河川護岸、道路路肩の応急復旧に係る
　　　　　　業務107件を実施した。
　　　　　イ　災害査定設計書作成に係る業務20件を実施した。
　　　　　ウ　被災状況調査業務1件を実施した。
　
　　　　(2)　工事請負費(49,564千円)
　　　　　河川、道路、橋梁（繰越5件、現年2件）の災害復旧工事を実施した。
　　　　　杵原50号線、入野高屋東線、郷学校線、下堀貞重線、立花川（繰越）
　　　　　大河角西ノ段線支川ほか、万願寺橋
　
　　　　(3)　その他経費(6,808千円)

　　　　(4)　災害発生件数が多く、災害査定等に期間を要したことにより、一部事業を繰越した。

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　災害復旧に係る工事が集中していることから、入札不調が懸念される。また、河川の復旧において
は、工事期間が出水期や工事箇所に隣接する農地や工事用道路の借地に影響されることから、復旧
に時間を要している。
　関係部署との連携を図り、入札方法や発注方法を工夫することで、少しでも受注しやすい環境を創
り、復旧を推進していく。

4,555,530 千円 4,169,215 千円

財
源
内
訳

国県支出金 142,288 千円 25,539 千円

事業費合計（A) 270,300 千円 42,913 千円

888,887 千円 2,184,157 千円

地方債 70,000 千円 14,500 千円 1,821,900 千円 1,831,300 千円

その他 千円 千円 千円 千円

一般財源 58,012 千円 2,874 千円 1,844,743 千円 153,758

-千円

-

臨時職員 -

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.70 0.65 7.64

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 0.70

5,060 千円

0.65

4,563 千円

7.64

事
業
費

-

嘱託職員 -
30,635

総事業費(A)+(B) 275,360 千円 47,476 千円 4,586,165 千円 - 千円

人件費/総事業費 1.84 ％ 9.61 ％ 0.67 ％ - ％

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

【委託料】査定設計書作成業務（その12）ほか 244,654,000 円

【工事請負費】安芸津地区災害復旧工事(30-1)ほか 1,132,725,000 円

【補償、補填及び賠償金ほか】物件移転補償ほか 18,782,000 円
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２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 208 26 新規・継続 新規

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価

所　属 建設部　住宅課　住宅係 総合計画施策体系 8

事務事業名 住宅施設災害復旧事業 ソフト一般会計

根拠法令

目　的
（何のために）

　平成30年7月豪雨災害により被災した市営住宅の修繕、及び一時的な住居として市営住宅を被災者
に提供するための修繕を行う。

対　象
（誰・何を対象に）

　平成30年7月豪雨災害被災者

事業の概要
及び

H30活動実績

　
　　　１　被災市営住宅の修繕（９,０４８千円）
　　　　(1)　被災市営住宅の修繕　18件
　　　　(2)　被災者提供用空家修繕　34件
　

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　
　平成30年度で事業完了

9,048 千円 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 千円 千円

千円 千円

地方債 千円 千円 千円 千円

その他 千円 千円 千円 千円

一般財源 千円 千円 9,048 千円

-千円

-

臨時職員 -

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.22

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B)

千円 千円

0.22

事
業
費

-

嘱託職員 -
1,544

総事業費(A)+(B) 千円 千円 10,592 千円 - 千円

人件費/総事業費 #DIV/0! ％ #DIV/0! ％ 14.58 ％ - ％

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

- 円
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２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

【工事請負費】東広島市交通安全施設設備工事 35,390,000 円

【工事請負費】北部地区交通安全施設設備工事2工区 13,600,000 円

【工事請負費】下三永19号線ほか待避所設置工事ほか 25,000,000 円

人件費/総事業費 10.16 ％ 9.66 ％ 7.41 ％ - ％

総事業費(A)+(B) 141,138 千円 165,596 千円 87,628 千円 - 千円

千円
人
役
内
訳

正規職員 1.98 2.25 0.90

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 2.07

14,338 千円

2.65

16,000 千円

1.39

事
業
費

-

嘱託職員 0.30 0.40 -
6,492

一般財源 93,153 千円 88,447 千円 23,162 千円 94,652

-千円

-

臨時職員 0.09 0.10 0.09 -

52,000 千円 107,100 千円

その他 千円 千円 千円 千円

81,136 千円 201,752 千円

財
源
内
訳

国県支出金 19,447 千円 18,149 千円

事業費合計（A) 126,800 千円 149,596 千円

5,974 千円 千円

地方債 14,200 千円 43,000 千円

事業の概要
及び

H30活動実績

 
　　　１　歩道及び待避所の整備等（１８,８６０千円）
　　　　(1)　松ヶ丘狐ケ城線歩道整備工事を実施した（13,991千円）
　　　　(2)　中島白市線歩道橋詳細設計業務委託を実施した（4,869千円）
　
       ２　交通安全施設整備（５９,２９０千円）
　　　　(1)　通行の安全を確保するため、安芸津地区交通安全施設整備工事を実施した。
　　　　　　　（3,811千円）
　　　　(2)　既設の道路照明灯について、電気料金及び電球交換等の維持管理費の縮減を図
　　　　　　るため、261基の水銀灯をＬＥＤ灯具に更新整備した。（55,479千円）
　
　　　３　補償費等（２,９８６千円）
　　　　　電柱移転補償費、危険杭の購入費用等。

　　　４　平成３０年７月豪雨災害の復旧を優先したことから、一部事業を繰越した。

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　通学路については、通学路安全検討会議、通学路緊急合同点検結果に基づき整備していく。
　道路照明については、Ｒ2年までにすべての水銀灯をＬＥＤ灯に更新していく。

根拠法令 道路法

目　的
（何のために）

　交通安全施設を整備することにより、交通の安全を確保する。

対　象
（誰・何を対象に）

　道路法認定道路及び認定外の生活道路における交通安全施設

所　属 建設部　維持課 総合計画施策体系 10

事務事業名 交通安全施設整備事業 ハード一般会計

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 210 4 新規・継続 継続

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価

施工前 施工後
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２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 210 5 新規・継続 継続

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価

所　属 建設部　維持課 総合計画施策体系 10

事務事業名 道路舗装事業 ハード

根拠法令 道路法

目　的
（何のために）

　道路舗装の新設及び修繕を実施し、事故の防止と安全で快適な走行環境づくりを行う。

対　象
（誰・何を対象に）

　道路法認定道路及び認定外の生活道路

一般会計

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　１　工事（３２,１４７千円）
　　　　　老朽化した幹線道路や、市民要望による道路の舗装工事「河内地区ほか道路舗装工事」
　　　　ほか1件を実施した。
 
　　　２　 平成３０年７月豪雨災害の復旧を優先したことから、一部事業を繰越した。

　

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　幹線道路については、定期的な点検に基づき計画的に修繕を実施する。

32,147 千円 154,800 千円

財
源
内
訳

国県支出金 13,200 千円 千円

事業費合計（A) 293,060 千円 261,659 千円

千円 千円

地方債 10,800 千円 千円 21,800 千円 80,200 千円

その他 千円 千円 千円 1,100 千円

一般財源 269,060 千円 261,659 千円 10,347 千円 73,500

-千円

-

臨時職員 -

千円
人
役
内
訳

正規職員 1.15 1.15 0.45

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 1.15

8,310 千円

1.15

8,073 千円

0.65

事
業
費

-

嘱託職員 0.20 -
3,159

総事業費(A)+(B) 301,370 千円 269,732 千円 35,306 千円 - 千円

人件費/総事業費 2.76 ％ 2.99 ％ 8.95 ％ - ％

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

【工事請負費】八本松地区ほか道路舗装工事 101,683,000 円

【工事請負費】西条地区道路舗装工事 101,100,000 円

【工事請負費】黒瀬地区道路舗装工事 50,412,000 円

河内地区 安芸津地区
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２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 210 6 新規・継続 継続

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価

所　属 建設部　維持課 総合計画施策体系 10

事務事業名 電源立地地域対策事業 ハード一般会計

根拠法令 電源開発促進税法、特別会計に関する法律、発電用施設周辺地域整備法

目　的
（何のために）

　椋梨川水力発電所設置による減水区間地域の環境激変緩和のための対策を行う。

対　象
（誰・何を対象に）

　河内町中河内地区の住民

事業の概要
及び

H30活動実績

　
　　　１  負担金等（２４千円）
　　　　　ダム・発電関係市町村広島県協議会負担金等
　

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　平成30年7月豪雨災害の復旧を優先して工事を中止している。
　計画期間の10年延長に伴い、整備計画を更新し、引き続き整備を進める。

24 千円 4,585 千円

財
源
内
訳

国県支出金 4,400 千円 4,400 千円

事業費合計（A) 4,816 千円 4,483 千円

千円 4,400 千円

地方債 千円 千円 千円 千円

その他 千円 千円 千円 千円

一般財源 416 千円 83 千円 24 千円 185

-千円

-

臨時職員 -

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.05 0.05 0.05

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 0.05

357 千円

0.05

351 千円

0.05

事
業
費

-

嘱託職員 -
351

総事業費(A)+(B) 5,173 千円 4,834 千円 375 千円 - 千円

人件費/総事業費 6.90 ％ 7.26 ％ 93.60 ％ - ％

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

- 円
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-

6 款 1 項 5 目

3 -

２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 301 2 新規・継続 継続

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価

所　属 建設部　用地課　地籍調査室　地籍調査係 総合計画施策体系 1

事務事業名 地籍調査事業 ソフト一般会計

根拠法令 国土調査法

目　的
（何のために）

　地籍の明確化を図り、土地に関する紛争の防止、課税の適正化及び土地行政諸般の基礎資料とし
て活用するため。

対　象
（誰・何を対象に）

　国有林及び公有水面を除く一筆ごとのすべての土地

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　１　事業の概要
　　　　(1)　筆ごとの土地についてその所有者、地番、地目及び境界の調査。
　　　　(2)　これに基づいて各筆の境界の測量。
　　　　(3)　測量の成果に基づいて各筆の面積の測定。
　　　　(4)　これらの成果に基づいて地籍図及び地籍簿を作成し、一般の閲覧に供する。
　　　　(5)　県に対して認証請求を行い、認証後地籍図及び地籍簿の写しを法務局に送付。

　　　２　活動実績（８,４７０千円）
　　　　(1)　国土調査後修正登記業務に係る手数料（1,111千円）
　　　　(2)　地籍測量業務委託料（5,626千円）
　　　　　平成30年度は、7月豪雨災害に係る治山事業の所有者調査・施工同意書等の取得事務対応
　　　　を優先したため、事業を調整し、新規調査地区等の地籍調査事業を中止。
　　　　　地籍調査事業を中止するまで実施した西条地区・安芸津地区の業務委託料。
　　　　(3)　事務費（1,733千円）
　

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　平成30年７月豪雨災害の治山事業に係る対応業務で、地籍調査事業の事業量を調整し、遅延した
地区の業務の早期再開に努める。また、山林部では山林の荒廃の進行が、山林内の里道等の消滅な
ど地籍調査の著しい障害となっている。
　このことから、前年度に地元との協議を行い協力を得て、里道、水路、尾根筋の確認等行い、山林内
の通行の支障となる樹木の伐採を行うなど、事前調査を実施し、円滑な地籍調査の推進を図る。

8,470 千円 28,507 千円

財
源
内
訳

国県支出金 17,077 千円 12,913 千円

事業費合計（A) 27,400 千円 23,731 千円

千円 17,610 千円

地方債 千円 千円 千円 千円

その他 千円 94 千円 1 千円 千円

一般財源 10,323 千円 10,724 千円 8,469 千円 10,897

-千円

-

臨時職員 2.00 2.00 0.40 -

千円
人
役
内
訳

正規職員 8.00 8.00 1.45

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 10.00

57,834 千円

10.00

59,960 千円

1.85

事
業
費

-

嘱託職員 -
10,939

総事業費(A)+(B) 85,234 千円 83,691 千円 19,409 千円 - 千円

人件費/総事業費 67.85 ％ 71.64 ％ 56.36 ％ - ％

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

- 円
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２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

- 円

人件費/総事業費 57.89 ％ 65.90 ％ 56.75 ％ - ％

総事業費(A)+(B) 92,421 千円 112,908 千円 89,428 千円 - 千円

千円
人
役
内
訳

正規職員 7.40 10.60 7.06

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 7.40

53,502 千円

10.60

74,412 千円

7.66

事
業
費

-

嘱託職員 -
50,748

一般財源 38,919 千円 38,496 千円 38,680 千円 42,060

-千円

-

臨時職員 0.60 -

千円 千円

その他 千円 千円 千円 千円

38,680 千円 42,060 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 38,919 千円 38,496 千円

千円 千円

地方債 千円 千円

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　１　事業用地の取得
　　　　(1)　買収路線等
　　　　　国、県道との一体的な交通ネットワークを形成する幹線道路や、主要施策に関連した路線の
　　　　ほか、公共施設の整備に必要な用地の取得を行った。
　　　　　ア　路線数　9路線等
　　　　　イ　取得筆数　24筆
　　　　(2)　寄付路線等
　　　　　緊急自動車等の通行困難な狭隘道路の解消や、河川の維持修繕等、主に生活基盤の改善
　　　　に資する路線等の整備に必要な用地の取得を行った。
　　　　　ア　路線数　15路線等
　　　　　イ　取得筆数　87筆

　　　２　未登記公有財産の登記整理（３６,９４１千円）
　　　　　公共用地の適正な維持管理のため、現に未登記となっている土地について、権利者か
　　　　ら寄付の承諾を得たうえで、所有権移転登記を行った。
　　　　(1)　路線数　27路線等
　　　　(2)　整理筆数　132筆
　　　　(3)　治山事業の相続調査　202件

　　　３　事業用地の登記事務
　　　　(1)　路線数　83路線等
　　　　(2)　登記筆数　872筆

　　　４　事務費（１,７３９千円）

　　　※　７月豪雨災害に伴う治山事業に係る工事施工同意書の取得
　　　　(1)　災害関連緊急治山事業（国）13渓流　249筆
　　　　(2)　災害関連緊急治山事業（県）10渓流　93筆
　　　　(3)　激甚災害対策特別緊急治山事業（県） 14渓流　145筆

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　
　近年、多数共有や長期相続登記未了による多数相続の発生等、取得困難な土地が増加傾向にある
ことから、国、県の指導や研修会への参加を通じて職員の能力向上を図るとともに、関係機関と連携
し、円滑な用地取得に努める。

根拠法令 土地収用法

目　的
（何のために）

　安全で利便性の高い道路網の形成や公共施設の整備に必要な用地の取得、及び公共施設の適正
な維持管理のため未登記公有財産の解消を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　新規事業に必要な土地及び現に未登記となっている土地

所　属 建設部　用地課　庶務係・用地係 総合計画施策体系 1

事務事業名 用地業務一般事務 ソフト一般会計

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 301 3 新規・継続 継続

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価
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２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 303 1 新規・継続 継続

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価

所　属 建設部　住宅課　計画調整係 総合計画施策体系 3

事務事業名 計画調整事務 ソフト一般会計

根拠法令

目　的
（何のために）

　住生活基本法・住宅マスタープランに基づき、安全・安心で質の高い住宅ストックの確保を図るため
の住宅施策を実施する。

対　象
（誰・何を対象に）

　市民

事業の概要
及び

H30活動実績

　
　　　１　民間木造住宅の耐震診断（９５３千円）
　　　　　昭和56年5月31日以前に工事着手した民間木造住宅の耐震診断を行った。（6戸）
　　　　　  （自己負担額１万円）

　　　２　長期優良住宅認定事務等に係る経費（１６５千円）
　　　　(1)　長期優良住宅普及促進の啓発及び認定事務
　　　　(2)　市民・民間事業者に対する様々な情報発信を行うための関係機関との連携事務
　　　　(3)　その他事務費

        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（耐震診断業務）

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　
　耐震改修は平成26年以降申込みがない。
　今後も木造住宅の耐震化を向上させるため、引き続き普及啓発に努める。

1,118 千円 3,520 千円

財
源
内
訳

国県支出金 12,956 千円 120 千円

事業費合計（A) 14,549 千円 10,686 千円

361 千円 1,339 千円

地方債 千円 千円 千円 千円

その他 1,471 千円 1,374 千円 757 千円 1,360 千円

一般財源 122 千円 9,192 千円 千円 821

-千円

-

臨時職員 0.03 0.03 0.20 -

千円
人
役
内
訳

正規職員 1.05 1.50 1.10

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 1.09

7,660 千円

1.53

10,530 千円

1.30

事
業
費

-

嘱託職員 -
8,102

総事業費(A)+(B) 22,209 千円 21,216 千円 9,220 千円 - 千円

人件費/総事業費 34.49 ％ 49.63 ％ 87.87 ％ - ％

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

- 円

柱傾斜測定基礎コンクリート強度測定
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２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 303 4 新規・継続 継続

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価

所　属 建設部　住宅課　住宅係 総合計画施策体系 3

事務事業名 住宅新築資金等貸付事業 ソフト特別会計

根拠法令

目　的
（何のために）

　歴史的、社会的理由により生活環境等の安定向上が阻害されている地域の環境の整備改善を図る。
なお、現在は貸付金償還事務を行う。

対　象
（誰・何を対象に）

　債務者

事業の概要
及び

H30活動実績

　
　　　１　住宅新築資金等貸付金の償還推進事務（４,４７３千円）
　　　　　収納事務、債務者調査

　　　２　長期借入金の償還金（９３６千円）
　　　　(1)　長期借入金元金返済（859千円）
　　　　(2)　長期借入金利子（77千円）

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　
　住宅新築資金等貸付事業は既に終了し、現在は償還事務のみを行っている。
　既に亡くなられた債務者も多く、連帯保証人の新たな設定も難しいため、相続人調査を強化し、今後
は、不納欠損等の対策も検討する必要がある。

5,409 千円 1,813 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 4,813 千円 3,899 千円

千円 千円

地方債 千円 千円 千円 千円

その他 4,813 千円 3,899 千円 5,409 千円 1,813 千円

一般財源 千円 千円 千円

-千円

-

臨時職員 -

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.55 0.55 0.55

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 0.55

3,975 千円

0.55

3,861 千円

0.55

事
業
費

-

嘱託職員 -
3,861

総事業費(A)+(B) 8,788 千円 7,760 千円 9,270 千円 - 千円

人件費/総事業費 45.23 ％ 49.76 ％ 41.65 ％ - ％

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

- 円
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２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

- 円

人件費/総事業費 70.93 ％ 67.08 ％ 66.02 ％ - ％

総事業費(A)+(B) 112,285 千円 132,143 千円 124,588 千円 - 千円

千円
人
役
内
訳

正規職員 10.71 12.16 11.27

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 11.81

79,639 千円

13.95

88,635 千円

13.11

事
業
費

-

嘱託職員 1.00 1.00 1.00 -
82,255

一般財源 千円 7,203 千円 6,834 千円 11,804

-千円

-

臨時職員 0.10 0.79 0.84 -

千円 千円

その他 32,646 千円 36,305 千円 35,499 千円 37,829 千円

42,333 千円 49,633 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 32,646 千円 43,508 千円

千円 千円

地方債 千円 千円

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　１　道路・河川管理に係るデータ更新等業務（８,９９５千円）
　　　　　道路河川システム入力データ作成、認定道路及び農道台帳調書の修正・登録業務を
　　　　行った。
　　　　　道路路線数：4,530路線（H31.3時点）

　　　２　地形図の印刷及び委託販売（６３１千円）
　　　　(1)　地形図、道路網図の印刷
　　　　(2)　地形図、道路網図の委託販売

　　　３　駅前広場等施設の維持管理業務（２５,６６４千円）
　　　　　八本松駅等の駅施設及び駅前広場（10か所）、公衆トイレ（5か所）、及び吉行横断地下
　　　　道を維持管理するために必要な業務を行った。
　　　　　◇H30年度に実施した主な業務
　　　　　　・公衆トイレ等清掃管理業務（14か所）
　　　　　　・浄化槽管理業務（1か所）
　　　　　　・エレベーター等保守管理業務（3か所）
　　　　　　・自由通路等清掃業務（2か所）
　　　　　　・機械警備業務（3か所）
　　　　　　・電気工作物保安管理業務（1か所）
　　　　　　・消防設備点検業務（2か所）
　　　　　　・各施設光熱水費

　　　４　施設修繕（２,７７２千円）
　　　　　公衆トイレ及び駅前広場等の施設を適切
　　　　に維持するために必要な修繕を行った。
　
　　　５　その他事務（４,２７１千円）

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　様々な管理台帳等のデータの適正管理を行い、全庁的なシステム（統合型ＧＩＳ）により、関係部署の
職員のみならず、市職員全体の利便性を高めていく。

根拠法令 道路法、東広島市道路占用料徴収条例、東広島市公共物の管理等に関する条例等

目　的
（何のために）

　道路及び河川管理者として、各種台帳管理及び許認可等事務の適正かつ円滑な執行を図る。
　駅前広場、公衆トイレ等の円滑な利用を促進する。

対　象
（誰・何を対象に）

　道路法等に基づく許可申請者、特定用地土地所有者、駅前広場・公衆トイレ等の使用者

所　属 建設部　建設管理課　管理調整係・審査指導係 総合計画施策体系 6

事務事業名 土木施設管理事務 ソフト一般会計

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 306 1 新規・継続 継続

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価

JR寺家駅

酒蔵ﾎﾟｹｯﾄﾊﾟｰｸ公衆トイレ
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２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

H30年度予算のうち
R元年度に繰越した

事業費

【工事請負費】東広島向原線道路改良工事ほか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 32,982,000 円

人件費/総事業費 9.52 ％ 9.70 ％ 7.31 ％ - ％

総事業費(A)+(B) 73,419 千円 73,495 千円 38,387 千円 - 千円

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.95 1.00 0.40

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 1.01

6,992 千円

1.05

7,130 千円

0.40

事
業
費

-

嘱託職員 -
2,808

一般財源 43 千円 2,037 千円 3,750 千円 8,000

-千円

-

臨時職員 0.06 0.05 -

千円 千円

その他 千円 千円 千円 千円

35,579 千円 75,824 千円

財
源
内
訳

国県支出金 59,784 千円 59,728 千円

事業費合計（A) 66,427 千円 66,365 千円

31,829 千円 67,824 千円

地方債 6,600 千円 4,600 千円

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　１　県道整備受託事業（３５,５７９千円）
　　　　(1)　東広島向原線の整備
　　　　　工事　延長　46ｍ
　

　　　　　　　　　　　　　　整備前　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　整備後

　　　　(2)　平成30年7月豪雨災害の復旧を優先し、工事の整備時期を一部見直ししたこと
　　　　　　から、一部事業を繰越した。

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　平成30年7月豪雨災害の復旧を優先するため、事業計画通りの執行が難しい状況である。
　令和2年までの3箇年について、整備時期の見直しを行い、その後は、移譲交付金(県道改築)の増額
等、県と調整を行いながら東広島向原線の早期完了を図る。

根拠法令 道路法　道路構造令

目　的
（何のために）

　広島県から受託した県道の整備を行う。

対　象
（誰・何を対象に）

　広島県から受託した県道（主要地方道東広島向原線）

所　属 建設部　道路建設課　農林道係 総合計画施策体系 6

事務事業名 県道整備受託事業 ハード一般会計

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 306 3 新規・継続 継続

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価

- 45 -



( )

-

8 款 1 項 1 目

3 -

２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

- 円

人件費/総事業費 33.31 ％ 30.92 ％ 33.10 ％ - ％

総事業費(A)+(B) 11,937 千円 13,171 千円 12,047 千円 - 千円

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.55 0.54 0.54

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 0.55

3,976 千円

0.67

4,073 千円

0.63

事
業
費

-

嘱託職員 -
3,987

一般財源 7,961 千円 9,098 千円 8,060 千円 9,276

-千円

-

臨時職員 0.13 0.09 -

千円 千円

その他 千円 千円 千円 千円

8,060 千円 9,276 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 7,961 千円 9,098 千円

千円 千円

地方債 千円 千円

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　１　建設部内の円滑な事務事業執行のための調整業務（８,０６０千円）
　　　　　建設部内の臨時職員の共済費、賃金、及び負担金等の支出

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　
　地方分権が進み、県からの事務移譲等による事務の執行や市民ニーズが多様化する中、建設事業
に求められる意見等も複雑・多様化していることから、それに的確に応えていくための対応が懸念され
る。

根拠法令

目　的
（何のために）

  建設部内の円滑な事務事業執行のための調整を行うことを目的とする。

対　象
（誰・何を対象に）

　建設部職員

所　属 建設部　建設管理課　管理調整係 総合計画施策体系 6

事務事業名 土木総務一般事務 ソフト一般会計

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 306 5 新規・継続 継続

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価
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２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

- 円

人件費/総事業費 11.60 ％ 16.17 ％ 15.90 ％ - ％

総事業費(A)+(B) 18,695 千円 10,851 千円 8,830 千円 - 千円

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.30 0.25 0.20

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 0.30

2,168 千円

0.25

1,755 千円

0.20

事
業
費

-

嘱託職員 -
1,404

一般財源 16,527 千円 9,096 千円 7,426 千円 5,180

-千円

-

臨時職員 -

千円 千円

その他 千円 千円 千円 千円

7,426 千円 5,180 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 16,527 千円 9,096 千円

千円 千円

地方債 千円 千円

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　１　事業概要
　　　　　申請に基づき農業用の用途として不要となったため池を、災害防止・危険防止の措置を
　　　　講じるとともに、埋立て等を行うことにより廃止後の有効利用を図った。

　　　２　Ｈ３０活動実績（７,４２６千円）
　　　　(1)　工事請負費（6,412千円）
　　　　　廃止ため池2地区（繰越2地区）の埋立工事を実施した。
　　　　(2)　その他経費（1,014千円）

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　農地の転用が進み、農業用として不要となり、老朽化した管理のできなくなったため池は年々増加し
ており、住民の防災意識の向上により、要望も増加傾向にある。
　今後の方向性については、浸水対策にも考慮しながら、引き続き住民の安心安全を確保するため、
危険防止及び災害防止の措置を講じる。

根拠法令

目　的
（何のために）

　宅地化等の進行により受益地がなくなり、農業用の用途として不要になったため池を、危険防止及び
災害防止の措置を講じるとともに、ため池跡地の有効利用を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　廃止を希望するため池（公用廃止をするため池）

所　属 建設部　河川港湾課　農業水利係 総合計画施策体系 1

事務事業名 ため池再生事業 ハード一般会計

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 401 17 新規・継続 継続

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価
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２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

- 円

人件費/総事業費 19.59 ％ 16.97 ％ 16.46 ％ - ％

総事業費(A)+(B) 9,222 千円 10,344 千円 10,664 千円 - 千円

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.25 0.25 0.25

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 0.25

1,807 千円

0.25

1,755 千円

0.25

事
業
費

-

嘱託職員 -
1,755

一般財源 7,217 千円 8,331 千円 8,732 千円 10,318

-千円

-

臨時職員 -

千円 千円

その他 198 千円 258 千円 177 千円 238 千円

8,909 千円 10,556 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 7,415 千円 8,589 千円

千円 千円

地方債 千円 千円

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　１　事業概要
　　　　　公共性の高い農業用施設について、設備の保守管理、施設の清掃及び修繕を実施

　　　２　Ｈ３０活動実績（８,９０９千円）
　　　　(1)　設備の保守管理、施設の清掃等の業務委託（2,053千円）
　　　　　黒瀬ダムの清掃、除草及び千丈ヶ原ダムの堤体観測、観測機器保守点検等を実施した。
　
　　　　(2)　設備更新工事（2,160千円）
　　　　　千丈ヶ原ダム観測機器の更新工事を実施した。
　
　　　　(3)　その他経費（4,696千円）

　

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　農業用施設は年々老朽化し、機能の保全、維持管理に多大な費用を要することになるが、事業費の
確保も近年の財政の悪化に伴い、国・県の補助が見込めない状況にあることから、小規模な施設や簡
易な構造の施設については、受益者が主体となって整備を実施する小規模土地改良補助事業への転
換を促すよう周知を図っていく。
　公共性の高い重要な施設の維持管理については、困難であるため、市で実施していく。

根拠法令

目　的
（何のために）

　農業用水利施設の機能を保全し、老朽化した既存の施設の長寿命化を果たす目的で、主として公
共性の高い施設に対しての維持修繕を行う。

対　象
（誰・何を対象に）

　公共性の高い農業用施設の受益者

所　属 建設部　河川港湾課　農業水利係 総合計画施策体系 1

事務事業名 農業用水利施設管理事業 ハード一般会計

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 401 18 新規・継続 継続

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価
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２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

【工事請負費】門出西1号線ほか農道舗装維持工事 8,990,000 円

【工事請負費】乃美尾1号線ほか舗装維持修繕工事 2,000,000 円

人件費/総事業費 6.86 ％ 5.65 ％ 9.30 ％ - ％

総事業費(A)+(B) 52,647 千円 68,316 千円 22,643 千円 - 千円

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.50 0.55 0.30

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 0.50

3,612 千円

0.55

3,861 千円

0.30

事
業
費

-

嘱託職員 -
2,106

一般財源 46,695 千円 61,785 千円 18,169 千円 23,057

-千円

-

臨時職員 -

千円 千円

その他 2,280 千円 2,610 千円 2,308 千円 6,326 千円

20,537 千円 29,443 千円

財
源
内
訳

国県支出金 60 千円 60 千円

事業費合計（A) 49,035 千円 64,455 千円

60 千円 60 千円

地方債 千円 千円

事業の概要
及び

H30活動実績

 
　　　１　委託による維持修繕と保守管理（１６,１０８千円）
　　　　(1)　農道等の小規模な維持修繕等を年間を通して委託した。(12,946千円)
　　　　(2)　大芝大橋の航空障害灯、航路灯などの保守点検を委託した。(3,162千円)

　　　２　工事発注による維持修繕（３,４３４千円）
　　　　　農道舗装工事を「河内地区ほか道路舗装工事」ほか1件を実施した。

　　　３　需用費など(９９５千円）
　　　　　大芝大橋、小竹上神トンネル電気使用料など。

　　　４　平成３０年７月豪雨災害の復旧を優先したことから、一部事業を繰越した。

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　大芝大橋については、多大な費用を要するため、市内全体の橋梁の保全・耐震対策の進捗状況を
含めて実施時期を総合的に検討する必要がある。

根拠法令 土地改良法

目　的
（何のために）

　農道施設の機能を保全し、老朽化した既存の施設の長寿命化を果たす目的で維持修繕を行う。

対　象
（誰・何を対象に）

　農道（舗装、排水路、安全施設等）、農道橋、農道トンネル

所　属 建設部　維持課 総合計画施策体系 1

事務事業名 農道維持修繕事業 ハード一般会計

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 401 19 新規・継続 継続

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価

大芝大橋
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( )

-

6 款 1 項 6 目

4 -

２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

- 円

人件費/総事業費 33.23 ％ 17.63 ％ 36.91 ％ - ％

総事業費(A)+(B) 2,173 千円 3,982 千円 1,902 千円 - 千円

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.10 0.10 0.10

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 0.10

722 千円

0.10

702 千円

0.10

事
業
費

-

嘱託職員 -
702

一般財源 1,451 千円 3,280 千円 1,200 千円 945

-千円

-

臨時職員 -

千円 千円

その他 千円 千円 千円 2 千円

1,200 千円 947 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 1,451 千円 3,280 千円

千円 千円

地方債 千円 千円

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　１　農道・林道台帳等の管理（１,１９２千円）
　　　　　農道・林道台帳の整理を行った。
　
　　　２　その他事務（８千円）

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　今後、土地改良区の解散に伴う財産引継ぎに係る協議や整理に伴う事務量の増加が懸念される。
　引き続き台帳へのデータ更新等の整理を進める。

根拠法令

目　的
（何のために）

　農林道管理者として、各種台帳管理及び許認可等事務の適正かつ円滑な執行を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　許可申請者、特定用地土地所有者

所　属 建設部　建設管理課　管理調整係 総合計画施策体系 1

事務事業名 農林道管理事務 ソフト一般会計

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 401 22 新規・継続 継続

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価
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( )

-

6 款 2 項 2 目

4 -

２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 402 5 新規・継続 継続

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価

所　属 建設部　維持課 総合計画施策体系 2

事務事業名 林道緑地維持修繕事業 ハード一般会計

根拠法令 森林法

目　的
（何のために）

　森林の保全と活用及び緑地の環境を保全する。

対　象
（誰・何を対象に）

　林道及び緑地

事業の概要
及び

H30活動実績

　
　　　１　委託による維持修繕と設計（１４,０７０千円）
　　　　　林道及び緑地の小規模な維持修繕等を年間を通して委託した。
　
　　　２　需用費（６０千円）
　　　　　光熱費など
　
　　　３　平成３０年７月豪雨災害の復旧を優先したことから、一部事業を繰越した。
　

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　林道は、林業担い手の高齢化により、機能維持が困難になっている。

14,130 千円 36,687 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 31,777 千円 44,189 千円

千円 千円

地方債 千円 千円 千円 千円

その他 千円 千円 千円 千円

一般財源 31,777 千円 44,189 千円 14,130 千円 36,687

-千円

-

臨時職員 -

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.65 0.70 0.30

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 0.65

4,693 千円

0.70

4,914 千円

0.30

事
業
費

-

嘱託職員 -
2,106

総事業費(A)+(B) 36,470 千円 49,103 千円 16,236 千円 - 千円

人件費/総事業費 12.87 ％ 10.01 ％ 12.97 ％ - ％

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

【工事請負費】竹林寺線ほか修繕工事 1,620,000 円

除草状況
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( )

-

6 款 3 項 2 目

4 -

２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

【委託料】漁港海岸保全施設長寿命化計画策定業務委託 12,000,000 円

人件費/総事業費 81.16 ％ 50.18 ％ 80.86 ％ - ％

総事業費(A)+(B) 4,898 千円 7,694 千円 4,775 千円 - 千円

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.55 0.55 0.55

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 0.55

3,975 千円

0.55

3,861 千円

0.55

事
業
費

-

嘱託職員 -
3,861

一般財源 809 千円 3,739 千円 818 千円 1,583

-千円

-

臨時職員 -

千円 千円

その他 114 千円 94 千円 96 千円 94 千円

914 千円 1,677 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 923 千円 3,833 千円

千円 千円

地方債 千円 千円

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　１　事業の概要
　　　　　漁港施設の維持管理・修繕及び漁港区域の防潮扉の開閉・点検を行った。

　　　２　Ｈ３０活動実績（９１４千円）
　　　　(1)　漁港施設、漁港区域の管理業務（728千円）
　　　　　ア　大芝北桟橋、駐車場等の点検・清掃業務を実施した。
　　　　　イ　漁港区域内24門の防潮扉の閉鎖・点検を実施した。

　　　　(2)　漁港施設の修繕（99千円）
　　　　　漁港施設照明灯修繕等を実施した。
　
　　　　(3)　その他経費（87千円）
　

　　　　(4)　平成30年7月豪雨災害の復旧を優先し、漁港海岸保全施設長寿命化計画策定業務
　　　　　　委託の発注時期を見直したことから、一部事業を繰越した。

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　漁港施設の老朽化に伴い、施設の補修等の維持管理費の増大が懸念される。
　施設の点検調査により計画的な補修を実施し、施設利用者の安全を確保するとともに、施設の長寿
命化による維持管理費の縮減を図る。

根拠法令 漁港漁場整備法

目　的
（何のために）

　水産業の健全な発展及びこれによる水産物の供給の安定を図るため、漁港の維持管理を適正に行
う。

対　象
（誰・何を対象に）

　漁業従事者及び漁港利用者

所　属 建設部　建設管理課　道路企画係 総合計画施策体系 3

事務事業名 漁港等管理事業 ソフト一般会計

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 403 3 新規・継続 継続

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価
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